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ソデイカは，世界の熱帯・亜熱帯海域を中心に広く分布するが，その現存量はよく知られておらず 
(NOAA et al., 2005) ，わが国周辺でも詳細な資源解析の例はない．本報告では，これまで明らかに

なったソデイカの資源生物学的諸特性 (Nigmatullin and Arkhipkin, 1998; Bower and Miyahara, 
2005; Miyahara et al., 2005, 2006a, 2006b, 2006c ほか) を考慮し，日本海で漁獲されるソデイカ資

源の初期資源尾数や漁獲パラメータの推定を試みた．また，ソデイカの高い成長率 (Miyahara et al., 
2006c) を踏まえ，漁期当初における小型イカの保護等の管理方策が最終漁獲量に与える影響につい

ても試算した． 
 

試料と方法 

資源解析の対象は兵庫県沖漁場で漁獲される群とし，対象期間を 1999-2004 年とした．漁期中の旬

別漁獲量，漁獲物体長組成，平均体重を用いて，旬別の漁獲尾数を推定した．標本船日誌 (n =7) か
ら旬別の CPUE 値 (個体数/(日・隻)) を算出し，DeLury 法を用いて初期資源尾数 (8 月 1 日時点の

尾数) を推定した．DeLury 法では，通常法 (自然死亡係数 M を無視) に加え，改良法 (Rosenberg et 
al., 1990: 自然死亡係数を加味) でも試算した．また，旬毎に VPA (マイクロコホート込み，別) を適

用し，初期資源尾数 (同じく 8 月 1 日時点での尾数) を推定した (ターミナルF は，定数 (=0.5) また

は前 3 旬の平均値を仮定) ．自然死亡を考慮する計算では，旬当たり 0.01，0.05，および 0.1 の 3 種

類の自然死亡係数(M) を仮定した．なお，各解析手法は山川 (2001) ，平松 (2001) を参考にした． 
 また，2001 年のように漁獲開始時に小型イカの比率が非常に高い漁期 (ML=30±5cm：平均±標準

偏差) を想定し，当初の漁獲を中断 (10 日または 20 日間) した場合に，最終漁獲量がどのように変化

するかを試算した．成長に関するパラメータは，Miyahara et al. (2006c) の中間値を用いた． 
 

結果と考察 

CPUE (尾数 / (日・隻)) は，毎年 9 月中旬から 10 月上旬頃に極大値を示し，その後減少した．極

大を示した旬以降の CPUE は，2002 年を除いて累積漁獲尾数の増加にともなって直線的に減少し，

漁獲死亡による資源量の低下が示唆された (Fig. 1) ． 
初期資源尾数は，自然死亡係数を 0.05 または 0.1 と仮定した場合に，DeLury 法と VPA との推定

結果が概ね一致し，初期資源尾数は約 12 万尾 (2004 年, M =0.05) から約 68 万尾 (2001 年，M =0.1)
と推定された (Fig.2) ．日本海各府県の漁獲水準は連動していることから，比例計算で求めた日本海

全体の初期資源尾数は，約 20 万-200 万尾と推定された． 
漁期を通じた漁獲率 (E ) は 0.30-0.71 と推定され，漁獲圧が高いことが示唆された．一方で，漁獲

死亡係数は，漁期当初の 8-9 月に極めて低く，その後増大することが分かった．漁期当初は精力的な

 



 

漁業者のみが操業に向かうという漁業実態や，漁期半ばまで移入 (加入) が継続する資源構造から，

日本海におけるソデイカ漁業は成長乱獲の状態にはないと判断された． 
小型イカの漁獲を一時的に中断した場合 (Fig.3)，最終漁獲尾数は自然死亡によって減少するもの

の，最終漁獲量はソデイカの速い成長に支えられ，漁獲を中断しなかった場合と同水準になった．こ

のことから，小型イカの放流などの取り組みは，資源の有効利用の一手段となると考えられた． 
標識放流や標本船日誌の解析結果では，日本海西部のソデイカは島根－福井の沿岸域内で移動回遊

する (海域内に留まる) ことが示唆されており，本研究ではひとまずは「閉じた資源」を想定して試

算した．今後の解析では，マイクロコホート毎の移出入や動態を詳細に捉える必要がある． 
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Fig.1  Relationship between cumulative catch number and CPUE of the diamond-squid fishery in 
Hyogo Prefecture during 1999-2004. * P<0.05, ** P<0.01, *** P<0.001. A linear regression of CPUE 
on cumulative catch number was given for the periods shown by closed circles. 
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Fig.2  Initial stock abundance (N0 = Nt on Aug 1) estimated by DeLury’s methods (open bars) and 
VPA (closed bars). a: standard DeLury’s method, b: modified DeLury’s method, c: VPA (with no 
microcohorts assumed, Ftm =0.5), d: VPA (with no microcohorts assumed, Ftm =average during the 
previous three periods), e: VPA (with microcohorts assumed, Ft =0.5). 
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Fig.3  A schematic diagram of the fishery simulation (shown as M=0.1, Ft= 0.3 (10-days-1)). 
Case-0: in case a school recruits on Aug 25 (shown by bar chart) and will be caught with growth 
(shown by curve) in the following 90 days. Case-1 and Case-2: in case fishing is suspended for the 
first 10 and 20 days, respectively.  
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